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2. 日本企業のビジネスモデル革新の必要性 

1. 企業を取り巻く6つの環境変化 
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3. 地域イノベーション戦略の課題とあり方について 
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１．企業を取り巻く６つの環境変化  

 モノやサービスを所有しない“持
たざる化”の進展と、これに対応
した戦略のデザイン 

 グローバルでのエネルギー需給
構造の変革と、これを見据えた
事業ポートフォリオの再設計 

 資源地国における大変化への
対応 

 付加価値化のリセットによるビジ
ネスモデル革新 

 R&Dのカオス化に伴う技術体系
の見直し 

 異業種連携の推進 

 新興国の市場開拓と、急速に勃
興する新興国企業に対する同
時的な対応・対処 

 収益最大化への 

①速い意思決定 

②速い製品のマーケット・イン 

③速いコストダウンの実現 

 プロジェクト当たりの開発費が増
加、イノベーションの実現に向け
た他社との連携構築の実施 

 R&Dの確率マネジメントそのも
ののイノベーションが必要 

以下６つの大きなうねりが進む中で、外部連携の在り方を多様化／強化することによって事業創出の加速化・効率
化とビジネスモデルのイノベーションを図ることが必要な時代となりつつある。 

企業を取り巻く環境変化 

①主要産業の融合 

②グローバリゼーション 

  （新興国の台頭） 

③プロダクトライフサイクル 

  の短縮化 
④技術の高度化・複雑化 

⑤ITインフラの持たざる化 

⑥エネルギー環境の 

  大変革 
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１．企業を取り巻く６つの環境変化  
   主要産業の融合(①) 

「ＩＣＴ＆エネルギー＆自動車＆ホームエレクトロニクス」、「ＩＣＴ＆医療、ＩＣＴ＆農業＆工業等」などの産業融合・
異業種連携が進む中でビジネス環境が変化。その結果、これまでは各産業分野において部分最適で成立してい
たビジネスモデルが崩れ、新たなビジネスモデル構築の必要性が増している。 

 90年代はIT産業とテレコミュニケー

ション産業のボーダレス化・融合が
進行 

 今後、環境改善・エネルギー利用等
の最適化の課題解決、各国政府の
新産業創出の思惑等も影響して、関
連産業のボーダレス化が大きく進展
すると予想 

 付加価値リセットのフェーズに入ると
ともに、次期パラダイムに向けての
イノベーション競争が激化・加速化
することが予想。ビジネスモデルの
革新期にも入る 

スマートハウス・省エネ住宅 

次世代交通ｼｽﾃﾑ 

電気自動車 

自動車 

電気自動車を含む 

次世代自動車 

住宅 

省エネ住宅 

エレクトロニクス 

次世代照明 

省エネ情報家電 

LED照明、有機EL 

高効率、高寿命化 

センシング、インテリジェント化 
燃費向上、リサイクル化 

電気自動車への移行 

軽量化、熱効率向上 

エネルギー効率熱効率の向上 

断熱、遮熱、遮光 

エネルギーマネジメント等 

スマートグリッド 

付加価値のリセット 

R&Dのカオス化 

異業種連携 

ビジネスモデルの再構築 

技術体系の見直しとパラダイムシフトへの備え 

新たな異業種連携モデルの構築 

産業融合の進展による事業環境変化 事業環境変化への対応策 

産業のボーダレス化・融合に伴う事業環境変化（付加価値構造の大変革） 
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１．企業を取り巻く６つの環境変化  
  グローバリゼーション・新興国のテイクオフ(②) 

出典：経済産業省『通商白書2008』 

２１世紀は、中国、インド等の新興国４０億人が、先進国並みの衣食住を求めていく時代。 
資源・エネルギー・食糧・水制約等の地球的課題の深刻化と高付加価値産業の拡大と同時に、新興国企業の
台頭が進む。各社は、これらの市場の変化に対応した戦略が必要となる。 

POINT 新興国のテイクオフ：新興国40億人が質を求める時代へ 

 今後の世界市場は、新興国における
人口増大による地理的な拡がりと、新
興国の経済成長を背景とした、生活水
準の向上による質的な拡がり、を呈し
ていくと予測される。 

 中国、インド等新興国の経済成長は
日本企業にとって間違いなくフロンティ
アとなるが、それと同時に新興国各国
においても産業育成策が進められて
おり、現地企業との競争に勝ち抜く必
要がある（適切な提携戦略も必要とな
る）。 

10 億人 40 億人 

30 億人 

先進国市場 

アジア 

（中国・インド・インドネシア等） 

新興国市場 

15 億人 

後発開発途上国 

（LDC）等 

（アフリカ等） 

環境、資源、食糧、水制約等の 

地球的課題の深刻化 

高付加価値産業の急拡大 

（ヘルスケア・メディカル産業等） 

ASIA: 

28% 

その他新興国: 

24% 
JP:5% 

US:18% 

EU:13% 

その他: 

12% 

名目GDP 

2014予測 
新興国のGDPが 

50%まで拡大 

地理的な拡がり 

質
的
な
拡
が
り 
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ご参考 中国：科学技術レベルの向上 

中国では、“メード・イン・チャイナ”から“イノベーション・チャイナ”へ急速に転身中。世界の工場、需要地として  
だけでなく、Ｒ＆Ｄ拠点としての存在感も増している。特に、エネルギー、情報通信、バイオ（バイオ医薬など）、 
新素材、自動車等の重点領域については、多額の資金を投じて、研究開発力の大幅な向上を図る方針。 

科学技術レベル 

比較項目 中国 日本 

国内総生産（2010年名目値） 5兆8786億ドル 5兆4742億ドル 

研究開発費（2009年度、企業、大学、公的機関の合計）  2068億ドル 2121億ドル 

主要誌への発表論文数（2009年集計） 12万5000本 7万8500本 

特許出願件数（2010年） 39万件 34万件 

ロケット打ち上げ回数（2010年3月時点） 123回 77回 

スパコン（2011年11月時点） 国防科技大(2.57PFLOS、2位)  理研・富士通(8.16PFLOS、1位) 

12次5カ年計画概要 

【省エネ・環境保護】 

.【次世代情報技術】 

【先端設備製造】 

【新エネルギー】 

【新素材】 

【新エネ自動車】 

12次5カ年計画目標値 第12次5カ年計画：戦略的新興産業 

原子力、風力、太陽光発電・熱利用の新モジュール、バイオマスエネ
ルギー転換利用技術、スマートグリッド等の産業拠点の建設。 

プラグインハイブリッド車、純電気自動車の研究開発および大規模
商業化モデルプロジェクトを展開。産業化応用を推進。 

カーボンファイバー、半導体材料、高温合金材料、超伝導材料、高性
能レアアース材料、ナノ材料等の研究開発と産業化を推進。 

省エネ・環境保全の重大モデルプロジェクトの実施。省エネの高効率
化、先進的な環境保護と資源循環利用の産業化推進。 

次世代移動通信網、次世代インターネット、デジタル放送のテレビ網
の建設。ネットワーク製品産業化プロジェクトの実施等。 

ナビゲ―ション、通信等の衛星を活用した宇宙インフラの骨格建設。
インテリジェント制御システム、高度デジタル制御装置等の開発。 

領域 
計画 実績 

第12次 
5カ年 

発明特許所有数 
／万人 

R&D支出のGDP 
総額に占める比率 

2.0％ 1.8％ 2.2％ 

－ 

－ 

1.7件 3.3件 

90％ 93％ 
9年制 

義務教育普及率 

第11次5カ年 

.【バイオ】 
バイオ薬品、バイオ医学工学製品の研究開発と産業拠点の建設。 
バイオ育種のＲ＆Ｄ拠点建設。バイオ製造プラットフォームの建設。 
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国内生産力の 

強化支援 

国内市場・購買力
の強化支援 

中国政府の産業支援の重点領域の移行 

Phase I 

初期の政策方針 

Phase II 

産業育成後の政策方針 

政策全体での 

重点領域割合 

産業の黎明期 産業の成熟期 

目的 

政策支援の対象 

技術力・生産力の育成 国内市場の育成 

研究開発、生産拠点の支援 国内流通、価格低減の支援 

海外（欧米日） 国内 対象のマーケット 

産業の成長期 

中国政府の産業支援策では、初期に国内での生産能力の強化を図り、国内企業の技術力・生産力が充分に
成長し、国際的に優位性を確保した段階で、国内市場育成の政策へシフト。 
太陽電池では、世界市場において圧勝。現在は、二次電池・ＬＥＤ・バイオ産業等において、成功モデルの導入
が進みつつある。 

大学・研究機関 地方政府 企業 

産業連盟 
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ご参考 二次電池市場の変遷 

リチウムイオン電池の部材市場では、その成長と比較して日本企業が伸び悩む中、中国及び韓国企業のシェア
拡大が目立っている。ＥＶ市場が立ち上がり期を迎えた結果、コストダウンの要素がより重要となってきているこ
とが要因と考えられる。一方、日本企業のR&Dの方向性は性能面の改善に向かっているが、性能面の大幅な改
善は直近3年間は見込まれにくいなか、このまま市場が拡大した場合には、過去の太陽電池等と同様にシェア
を失っていく可能性が高い。 

LIB部材市場 

中国ＬｉＢ部材メーカーの台頭 

【正極材国別シェア推移】 

【電解液国別シェア推移】 【セパレーター国別シェア推移】 

【負極材国別シェア推移】 
主要中国プレイヤー 

• 湖南杉杉、中信国安 

主要中国プレイヤー 

• 上海杉杉、BTR 

主要中国プレイヤー 

• 張家港国泰、東莞市杉杉 

主要中国プレイヤー 

• 星源材質 

出典：矢野経済研究所、リチウムイオン電池部材市場の現状と将来展望 

国、部材別CAGR（2008～2010） 

 正極材 

日本：0.8% 

中国：31.4% 

韓国：6.6% 

欧米：16.0% 

 負極材 

日本：8.9% 

中国：89.1% 

 電解液 

日本：-1.9% 

中国：45.9% 

韓国：87.1% 

 セパレーター 

日本：0% 

中国：56.5% 

韓国：36.1% 

欧米：0% 
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５月に入り、トヨタ自動車の中国展開に関するニュースが頻繁に記載されている。生産を中国を含めた海外に
シフトする傾向の他、ＨＶ車の普及に向け技術移転や現地開発にも力を注ぐ。 

トヨタ動向 

ご参考 トヨタの中国展開～技術移転も含めＨＶ本格普及へ～ 

 中期的な成長戦略において、世界最
大市場である中国の存在はより大き
なものとなっており、自動車メーカーも
生産拠点に加え開発拠点も中国に設
置した体制を築きつつある。 

 現状中国ではVW社のターボチャー

ジャーを搭載したエコカーが展開され
ており、中国エコカー市場においてHV

車が普及、デファクト化されるかの正
念場に差し掛かっている。 

 こうした中で、技術移転にともない電
池等の基幹部品の現地生産も計画さ
れており、各種材料調達等も含め、現
地化戦略が、今後より進んでいく見込
み。 

 

 今後、急速に立ち上がってくると予測
されるEV車についても同様の傾向と
なる可能性がある。 

 

POINT 

国内の有力自動車プレイヤーも 

中国市場を目指した強化策を積極化 

（クルマづくり 大転換）（中）「虎の子」オープンに 中国標準、トヨタの挑戦 2012/5/12 日本経済新聞 

 4月の北京国際自動車ショー。トヨタ自動車は1台のコンセプト車を披露した。「トヨタが中国に受け入れら
れる時、トヨタ車のほとんどがハイブリッド車（HV）になる」。豊田章男社長はそう力を込めた。 

 コンセプト車は中国で初めて企画したHVだ。トヨタは昨年秋、江蘇省で研究開発拠点の建設に着手した
が、豊田社長は完成を待たずにHVの開発を始めさせていた。コンセプト車の開発も現地で採用された中
国人を中心とする230人の技術者があたった。 

 ・・・トヨタはHVを2005年から中国で生産しているが、基幹部品は日本から輸入していることを暗に批判し

たものだった。だが豊田氏はその時すでに技術移転や中国での本格生産を決めていた。背中を押したの
は市場環境の変化だ。金融危機以降、中国市場は拡大を続け、世界の新車販売の４分の１を占めるま
でになった。  

 中国は世界最大の自動車市場であると同時に世界最大のエネルギー消費国だ。みずほコーポレート銀
行産業調査部によれば、20年に中国市場は3000万台超と世界の3分の1を占める。そのうち3割以上は
政府の規制もありエコカーになる可能性が高い。 

トヨタ、反攻へ新興国強化 世界販売870万台目標 2012/5/10 日本経済新聞 

「プリウス」米中で年10万台生産 トヨタ、基幹部品も 現地化で円高抵抗力 2012/5/9  日本経済新聞 

 トヨタ自動車が反転攻勢に向け、動き出した。2013年3月期は営業利益は1兆円の大台回復を目指す。
カギを握るのは得意の北米市場とアジアなど新興国戦略だ。 

 出遅れが指摘される中国でも攻勢をかける。第一汽車など合弁先とは現地仕様車の開発・生産を計画。
同社が「エコカーの本命」と位置付けるハイブリッド車（HV）も15年をメドに一貫生産体制を築く。設備投
資も16％増の8200億円を計画するが、このうちアジア地域は35％増と伸びが目立つ。世界販売に占め
る先進国と新興国比率は「現在の6対4から将来は5対5にしたい」（豊田章男社長）という。 

 トヨタ自動車は2015年をめどに米国と中国でハイブリッド車（HV）を基幹部品から一貫生産する。・・・トヨ

タはこれまで技術流出を懸念して環境対応車の柱に位置づけるＨＶは国内生産が中心だった。だが円高
などで普及が遅れる懸念があり、生産を分散して本格的な普及を目指す。 

 中国では現地の研究開発拠点でプリウスの基幹部品を開発する。中国政府の認可を得られれば現地
メーカーと電池の合弁生産にも乗り出す。組み立て生産はすでに昨年から合弁会社で始めており、15年
前後にはHVの新型車種を生産する方針も打ち出している。 




